
事業概要

①目的・効果

②交付金充当経費の内容

③事業の対象（支援対象者、対象施設等）

総事業費 交付金充当額 事業開始年月日 事業完了年月日

1
総務課

住民課
物価高騰支援給付金

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生

活を維持する。

②低所得者世帯への給付金に係る経費

③低所得世帯等の給付対象世帯、定額減税を補足する給付の対象者

物価高の克服 20,110,714 19,984,000 R7.3.27 R8.3.30

住民税均等割非課税世帯　280世帯

不足額給付支援者数　287人

▸物価高騰により圧迫されていた家計に対し、給付金により、低所

得者世帯への経済的負担軽減が図られた。

2 振興課 畜産飼料価格高騰対策事業

①物価高騰等の影響を受けている畜産農家への生活支援のために、飼料に

係る経費の補助を行う。

②飼料高騰の時に補填するための積立金の半額を補助する補助金

③JA

米国関税措置 800,000 500,000 R8.1.30 R8.2.20

積立金補助額　800,000円

▸物価高騰の影響を受けた畜産農家に対し、JAを通じて積立金の補

助を行うことにより、畜産農家への経済的な負担軽減が図られた。

3 村づくり推進課
地域支えあい生活支援商品券（第

６弾）

①物価高騰の影響を受けている地元企業の応援及び村民の生活支援

②商品券発行に要する経費

③全村民、村内事業者

物価高の克服 25,105,553 19,329,000 R6.12.25 R7.7.1

商品券使用率 99.2%

▸村民の購買意欲を高め需要を喚起し、物価高騰の影響により落ち

込んでいる地域経済に一定の経済効果が図られた。

4 村づくり推進課 子育て世帯応援商品券配布事業

①物価高騰等の影響を受けている地元企業の応援及び村民の生活支援

②商品券発行に要する経費

③村民（子育て世帯）、村内事業者

米国関税措置 3,018,800 2,615,000 R7.10.1 R8.3.31

商品券使用率 99.7%

▸物価高騰等により大きく影響を受けている子育て世帯に対して、

経済的な支援を行う一方で、物価高騰の影響により落ち込んでいる

地域経済に一定の経済効果が図られた。
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